平成21年度　第8回建設事業評価委員会議事概要

日　　時　平成21年11月24日（火）　10時～12時30分
場　　所　大阪府職員研修センター（大阪府新別館南館7階）研修室8
出席委員　松澤委員長・岩井委員・柏原委員・加茂委員・小池委員・下村委員・曲田委員

議　　題　（１）上期意見具申の取りまとめ
　　　　　（２）下期案件の審議について
　　　　　（３）前回（11月16日）の意見交換会について
（「○」：委員の発言、「◆」：委員長・事務局・部局の説明等、「⇒」：事務局・部局からの応答等）
【議事概要】

（１）上期意見具申の取りまとめ
◆[委員長]審議に入る前に、前回は出席委員が定数を満たさず委員会を開けなかったので、急きょ意見交換会として開催した。委員の皆さんには、非常にご多忙の中で日程を調整いただいており、止むを得ず、定足数ぎりぎりで会議を開く場合もある。この場合、急用で欠席される委員が出ると、委員会が開催できなくなるので、委員会の運営に支障が生じ、出席委員や傍聴者にご迷惑が掛かる。今後も止むを得ず、定足数ぎりぎりで会議を開くことはあると思うので、前回同様のケースが想定される。そのような場合でも委員会を開催できるようにしたいと考え、本委員会の設置要綱を改正したので、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から、大阪府建設事業評価委員会設置要綱の改正について説明。

　・第５条第２項で「委員会は委員の２分の１以上の出席がなければ会議を開くことができない」という規定があるが、委員長の説明にもあったように、緊急の場合のことを考え、但し書きとして、「委員長が必要と認める場合はこの限りではない」という規定を設けることとした。
◆[委員長]規定は、このように変更されたが、定足数を満たさない委員会では、議決事項は扱わず、事業の説明や質疑を行うようにするなど、適宜判断したいと考えている。
◆[委員長]質問等がなければ、審議に入りたい。槇尾川ダムについては、第6回委員会で提出をお願いしていた資料がまだ提出されていないので、本日は、槇尾川ダム事業を除く上期案件について、意見具申を決定したい。槇尾川ダム以外の上期案件10件は、第５回委員会で意見具申の素案を審議したが、特段の課題はなかったように思う。第5回の審議を踏まえ、意見具申案を作成しているので、素案からの変更点を確認し決定したいと考えている。
◆事務局から、意見具申素案からの主な変更点を説明。

・「はじめに」で、今回の意見具申は、槇尾川ダム建設事業を除く10事業について行うものであることを明記した。
・松尾川河川改修事業のなお書きの部分について、第５回委員会での、事業規模が大きくなると費用も増えるので、そのチェックをすべきとの意見、また、今後同種の事業を行う場合に改善を求めるべきとの意見を踏まえ、「ふるさとの川整備事業を実施する場合は、事業規模や整備水準を適切にチェックする仕組みが必要であり、今後改善に取り組まれたい」という表現に変更した。本文の変更は、この一点のみである。
・従来、本文の後に添付していた事業ごとの論点整理表を今回から、事業の一覧表に変えさせていただいたが、その部分が資料から落丁しているので、この会議の最後に資料を差替えの上、改めてその部分の修正点を説明させていただきたい。落丁については、お詫び申し上げる。
◆[委員長]特に意見はないようなので、この案のとおり意見具申を決定することとしてよろしいか。
【異議なし】

◆[委員長]槇尾川ダム事業については、次回以降に、意見具申の取りまとめに向けた審議を行いたいと考えている。
◆[委員長]次に、下期案件の審議に入りたい。前回の意見交換会では、下期審議対象17件のうち事前評価の府立高等職業技術専門校北部校（仮称）整備、府立視覚支援学校整備、再評価の安威川ダムの3事業について、概要説明を受け意見交換を行い、府民意見募集の手続きを開始しているので、残りの14事業について、事務局から概要の説明をお願いしたい。
（２）下期案件の審議について
◆事務局から、再々評価③河川改修事業「芥川」の事業概要を説明。

・高槻市の芥川425メートル区間において、「淀川水系淀川右岸ブロック河川整備計画」に位置づけられた1/100年確率（時間雨量84ミリ）対策を行う事業である。前回再評価から５年経過するため再々評価の対象となっている。

・本事業は、阪急とＪＲの橋梁改築、水防活動の拠点となる芥川河川防災ステーションの整備を含んでいる。橋梁改築について、阪急は平成９年度に完成したが、ＪＲは協議に時間を要しており、そのため完成年度が2年遅れて、平成26年から平成28年になる予定である。また、芥川河川防災ステーションは平成20年度に完成済みである。
・便益について、護岸改修は整備が完了した部分から順に効果が発現するため、これらの便益を計上することとしたこと、資産データの更新などで被害軽減期待額が増加したことにより、114億円から150億円に増加した。

○維持管理費を事業費の0.5パーセントとするのは、河川改修では決まっているのか。河川の条件によって維持管理費が変わることはないのか。

⇒[都市整備部]河川改修のB/Cを算出する際の維持管理費の考え方は2通りある。一つは全く想定ができないという場合に事業費の0.5パーセントと考えるもの。もう一つは、同じ河川で既に完了した同様の工事箇所がある場合等にその実績値を採用する考え方である。本事業では、JRと阪急の橋梁改築を行うため想定が難しく、事業費の0.5パーセントを1年間の維持管理費として計上している。
◆[委員長]他になければ、府民意見の募集を行うこととし、次の千里丘三島線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、再々評価②街路事業「千里丘三島線」の事業概要を説明。

・府道大阪高槻京都線と府道大阪中央環状線を結ぶ幹線道路で、ＪＲ東海道本線千里丘駅との交差部を地下道路として横断し、信号で交互通行としている１車線の現道を２車線に拡幅する事業である。前回再評価から５年経過するため再々評価の対象となっている。

・用地買収の進捗状況について、資料の91パーセントと99パーセントが上下入れ替わっているので訂正をお願いしたい。正しくは、現在の進捗率が99パーセント、５年前が91パーセントである。本年９月には車両部分の供用を開始しており、来年度には事業が完了する。

・事業費について、５年前の評価時点ではＪＲとの協議により当初の99億円が175億円に増加するとしていたが、同時期に同事業箇所でJRが予定していた貨物線工事が実施されなくなったことにより、今回144億円に減額されている。

○用地買収が１パーセント残っていることは、工事に対して何か影響があるのか。

⇒[都市整備部]残りの１パーセントは、工事に伴う損失補償の費用なので、工事には差し支えない。
○今回、再評価時点に比べて完成年度が1年遅れとなっている原因を教えてほしい。

⇒[都市整備部]工事自体は今年度終わるが、近年のゲリラ豪雨対策としてアンダーパス部に冠水情報装置を新たに設置することとしたため。
○便益の算出で時間単価が0.6倍になったのは、マニュアルの数値自体が変わったということか。

⇒[都市整備部]平成20年11月にマニュアルが変わった。

○平成11年度評価で99億円だった事業費が、平成16年度評価で175億円に増え、さらに今回144億円に減っている理由を説明してほしい。事業費がこれだけ大きく増減するほどの条件の変動を計画段階で予測できなかったのか。

⇒[都市整備部]平成11年度の時点ではＪＲの工事が計画段階であり、詳細な事業費が算出できなかったことから、概算工事費をもって事業費としていたが、平成12年度にＪＲと行った施工協議に基づき、平成16年度に事業費を精査したところ大幅に増加した。事業費増加の具体的な要因は、JRや地元等関係者との協議により、東海道本線の通行速度上昇への対応に伴う工事桁の性能アップ、一日当たりの線路内作業時間の大幅な短縮、軌道・電気工事の追加、仮設材の数量の増加、既設の電気・通信設備の移設数量と地下埋設物の撤去数量の増加、歩道舗装の美装化が新たに必要となったことである。
今回の減額は、当初、本事業期間中に予定されていたJRによる貨物線の増設が実施されないこととなったため、仮設桁の設置が不要になったこと、仮設桁設置のためのスペースを作業に利用できるようになり、作業効率が上昇したこと、現地の掘削により、当初の想定より安定した地盤であることが判明し、薬液注入量や地盤改良の範囲が減少したことが、主な要因である。
○結果的に幸いして減額になったが、計画が非常にアバウトだと感じる。民間の感覚では、事業費変動の許容範囲は5パーセント前後であり10パーセントを超える大幅な変動は理解できない。事前の調査や協議などをもっと細密に行って、しっかりした計画を立てるべきである。
○操車場の跡地整備が遅れて、仮設すべき貨物線がなかったということだが、今後、貨物線の部分が増えてくるのか。

⇒[都市整備部]JRの工事が始まっても鉄道の幅は変らないので、今後、本件事業費が変わることはない。
○現地再精査に伴って薬液注入工や地盤改良工が変動しているが、事前にもっと精密な調査ができないのか。

⇒[都市整備部]前回、工事費が大きく増えた際にも精査はしているが、どれだけ水が湧くかは場所によっても異なるので、実際に地盤を掘らなければ分からない。
○資料には、ゲリラ豪雨対応が増額要因として盛り込まれてないが、冠水情報装置の設置の事業費はいくらか。

⇒[都市整備部]設置工事費として4千万円を見込んでいる。
○評価調書の混雑度は、どの交通量に対して算出しているのか。また、走行時間短縮便益は、混雑度を用いて求めているのか。

⇒[都市整備部]混雑度は12時間交通量を対象としたもので、走行時間短縮便益の算出には用いていない。
○交通量は、24時間の交通量として記載されているので、混雑度は12時間交通量を対象としている旨、明記しておくべきである。
◆[委員長]他になければ、府民意見の募集を行うこととし、次の松之浜駅前通り線について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、再々評価①街路事業「松之浜駅前通り線」の事業概要を説明。

・府道堺阪南線と都市計画道路南海中央線を結ぶ基幹道路の渋滞解消と交通安全のため940メートル区間について、幅５メートルで対面通行している現道を二車線16メートルに拡幅する事業である。前回再評価から５年経過するため再々評価の対象となっている。
・事業区間の西側には、南海本線松之浜駅があり車両、自転車、歩行者の通行量が多く、南海本線連続立体交差事業の踏切除去が平成24年度に予定されており、本事業の必要性に変化はない。用地74パーセント、工事57パーセントの進捗で、南海本線と交差する西側のⅠ期区間は平成23年度に完成予定だが、東側のⅡ期区間は府の財政状況から完成予定年度は未定である。B/Cは、1.3で、国のマニュアル改定などにより前回再評価時の4.3から減少している。

○B/Cは、15年か20年かどちらの基準で計算したのか。

⇒[都市整備部]前回評価時の数値は平成15年8月のマニュアル、今回は平成20年11月のマニュアルに基づき算出している。

○Ｂ/Ｃが前回の4.3から今回1.3と約3分の1になっている。特にどのような要因か。

⇒[都市整備部]便益の元になる時間価値の原単位が0.6倍になったことが、減少の大きな要因である。また、前回に比べ、周辺道路の混雑状況が多少緩和していることも便益減少の要因である。

○用地買収の進捗が74パーセントで、便益が当初の3分の1だが、当初計画どおり完成させる必要があるのか。計画変更の可能性はないのか。

⇒[都市整備部]事業全体としては、用地買収がかなり残っているが、Ⅰ期区間は、用地は96パーセント、工事が91パーセントの進捗である。B/Cや予算の問題等はあるが、Ⅰ期区間は早期の概成が可能であることから集中的に取り組んでいる。

○Ⅱ期区間はペンディングではなく、中止とすることはできないのか。継続する事業と止める事業、計画にメリハリを付けなければ、必要なものまで着手できなくなる危険性がある。

⇒[都市整備部]内部でもそういう議論はしているが、急には舵を切れない部分があるので、今後、ご意見を踏まえて計画にメリハリを付けられるようにしたい。

○Ⅰ期区間で止まった場合、これまで渋滞していなかった場所で新たな渋滞が起こりはしないか。どのような予測をしているのか。

⇒[都市整備部]Ⅰ期とⅡ期の境目に都市計画道路助松式内線との交差点がある。そこで一定の交通量は分散されると想定している。また、Ⅱ期区間は幅5メートルの現道があり、その先は都市計画道路南海中央線につながっているので、通り抜けることは可能である。
○Ⅱ期は休止ということだが、財政状況だけが理由なのか、必要性が低下したからなのか、必要性が薄れているのなら中止にできないのかといったことも含め、府における道路整備の考え方を改めて説明して欲しい。
◆[委員長]他になければ、府民意見の募集を行うこととし、再評価案件に入りたい。次の大阪河内長野線（大野天野区間）について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、再評価⑥道路事業「大阪河内長野線（大野天野区間）」の事業概要を説明。

・都市計画道路大阪河内長野線の一部で、国道170号から河内長野市消防防災拠点へのアクセスとなる260メートル区間について、４車線のうち暫定２車線供用として整備する事業。

・グリーンベルトをまたぐ80メートル区間はボックス構造となる。周辺住宅地においては、交通渋滞が多発しており、本事業に合わせて、河内長野市が消防防災拠点を整備することから、必要性が認められている。

・用地交渉に時間を要していることから、現在、用地17パーセント、工事39パーセントの進捗で、完成予定は平成23年度である。

○現時点で用地が17パーセントしか買収できていない。用地買収に難渋しているようだが、完成予定は平成23年度となっている。見通しはどうなのか。

⇒[都市整備部]買収する用地は全部で19筆、地権者は12名である。うち5名については買収が完了しており、引続き任意交渉で買収を進めているが、複数の地権者で1筆の土地を所有している箇所で調整が難航している。

○そのような状態で、本当に平成23年度までにできるのか。こういう形で事業に遅れが生じるのはいかがなものかと思う。用地買収は重要なことなので、最初にきっちりと見通しを固めた上で計画を立てる必要がある。

⇒[都市整備部]現在、工事区間の両端の土地は買収が完了しており、引き続き未買収地の用地交渉を行っている。今年度は、箱型函渠工に係る部分の用地買収を見込んでいる。この用地が買収でき次第、箱型函渠の工事を開始する。道路改築工に係る部分については、7名の共有名義で保有されている土地があり、この土地が買収予定面積の約３分の２を占めている。この部分は、来年度には買収できる見込みで、買収完了後、平成23年度までに道路整備工事を行い、平成23年度末には完了する予定である。

◆[委員長]他になければ、府民意見の募集を行うこととし、次の大阪国際空港周辺緑地（利用緑地）整備について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、再評価⑤空港周辺整備事業「大阪国際空港周辺緑地（利用緑地）整備」の事業概要を説明。

・大阪国際空港の騒音問題対策として、国土交通省が騒音激甚地区の移転補償を行っており、その移転跡地について府が緑地を整備する事業である。

・国との覚書に基づき、用地買収と用地補償は国が行い、緑地は国の補助を受けて府が整備する。この緑地は、都市計画公園の事業認可を受けており、整備後の管理は地元の豊中市が行う。
・本事業は平成5年から実施されているが、国土交通省都市地域整備局の補助採択の事前評価が平成12年度で、その時点から10年継続中であるため、再評価の対象となっている。

・整備面積は13.5ヘクタールで、芝生広場、遊技広場、野球場、テニスコート等を整備する。国の用地買収は98パーセント完了し、府の緑地整備は10街区のうち７街区が整備済みで、完成予定は平成25年度である。

○知事が大阪国際空港はいずれ廃止すべきと発言しているが、そうした方針とは関係ないのか。知事の考えと現場が整合しなければ、無駄なお金を使うことになる。熟慮した上で、そうした方針とは別にどうしても整備が必要ということであればよいが、無駄な投資にならないよう、調整はきっちりすべきである。

⇒[政策企画部]本事業は騒音対策の取組みの一つで、空港が廃止になるまでは騒音が発生するため、事業の必要性は変わっていないと考えている。また、全10街区のうち残りは3街区であり、平成25年度の完成を目標に整備を進めている。

○完成済み7街区の利用状況を教えて欲しい。当初見込まれていた利用があるのか。

⇒[政策企画部]13.5ヘクタールのうち約10ヘクタールが完成している。無料の施設では芝生広場や遊技広場、有料の施設では、豊中市が管理している温水プールやテニスコート、野球場等がある。9月の連休に利用実態を調査したところ、全体で一日に約１,700人の利用があった。なお、全て完成した時点では、1日に約2,100人の利用者を見込んでいる。

○費用便益比は出しているか。

⇒[政策企画部]算出していない。

○温水プールや野球場などは豊中市立の施設なのか。また土地の所有はどこになるのか。

⇒[政策企画部]温水プールは豊中市が設置しており、府とは全く関係ない。テニスコートや野球場、設置予定のサッカー・ラグビー場は、府が設置した上で豊中市に引き継ぎ、市が管理する。用地買収は国で、施設整備は府、維持管理は豊中市という役割分担になっており、土地は国の所有である。

○先ほどの意見にもあったが、進行している事業を途中で止めてしまうことになれば、大変非効率的である。今後しばらくは、大阪空港に関する動きを常に念頭に置いて欲しい。

◆[委員長]他になければ、府民意見の募集を行うこととし、次の交流型集落道整備（堺南部地区）について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から、再評価④農空間整備事業「交流型集落道整備事業（堺南部地区）」の事業概要を説明。

・農村集落や農畜産業拠点が点在する堺市南部の丘陵地域において、都市農村の交流促進、農業振興地域の活性化を目的として、事業延長1.4キロメートル､幅員10メートルの道路を整備する事業で、本委員会では、平成14年度と15年度に事前評価を行っている。現在、用地99.9パーセント、工事66パーセントまで進捗している。
・当初の事業費は18億円であったが、事業着手後に工事箇所の地盤が軟弱であることが判明し、地盤改良の必要が生じたため、29億円に増加することとなった。事業費が３割以上増加するので、再評価の対象となる。なお、事業費負担割合は50パーセントが国の補助、35パーセントが堺市、15パーセントが府である。

・事前評価で付された条件への対応について、農業振興や地域振興の実現に向けた取組みでは、体験型農業公園ハーベストの丘で年間37万人、併設する直売所で年間16万人等、多くの利用があり、堺酪農団地では、平成20年に子牛育成牛舎が整備されたこと等を確認した。また、自然環境対策では、農畜産業者や地域住民、環境団体等とのワークショップを立ち上げ、調査検討の結果を踏まえた取組みが工事の中で進められていることを確認した。

○事業費が大幅に増加しているが理由は何か。予測はできなかったのか。
⇒[環境農林水産部]工事の実施に当たり、地質や土質等を調査したところ、地盤改良等の当初想定していなかった工事が必要となったため。

○今後の課題として、事前評価の際は、今回のようなことが起こりうるということを想定しておく必要があると思う。そうでなければ、同じことを繰り返してしまう。一定割合を誤差の範囲としてコストに積んだ上でB/Cを算出すれば、事前評価も変わってくると思う。

⇒[環境農林水産部]当初計画時に必要な土質調査、地質調査を実施し、主要な工種を盛り込んで工費を算出しているが、実施段階で工法の変更などが生じ、事業量が増加した。

○一般論として、公共事業の予測値は非常に甘いと思うので、一種の安全率のような考え方を導入した上でB/Cを算出したほうがよいのではないか。例えば、算出されたコストに1.5を掛けた上でB/Cを算出するといったことは検討できないか。
⇒[環境農林水産部]当初計画時は事業が未採択の状態なので、必要最小限の調査しか実施していないというのが実態である。安全率については、どこまで考えるのかという非常に難しい問題もあるが、今回の反省もあるので、今後検討していきたい。

○大変な増額であり、計画が杜撰だと言われても仕方がない。府民は納得できないのではないか。

○事業費が３割増加したため再評価の対象になったとのことだが、本来は増加する前に続けてもよいかどうか検討するのが、一般的な考え方である。継続中の事業で、事後的に出てきても、あまり意味を成さないのではないか。
　⇒[事務局]昨年度も同じように大きく金額が増えた案件があったので、一定のルールが必要と考え、３割という基準を設定した。但し、これは再評価であり、事業としては継続中なので、事業費の３割増加も含め、事業をとりまく社会状況等の変化を踏まえて、継続が妥当かどうかを審議いただきたいと考えている。

○工事の進捗率が66パーセントとあるが、これは29億円に対する進捗率か、18億円に対する進捗率かどちらなのか。

⇒[環境農林水産部]29億円である。

○ということは、止めるわけにはいかない。他の方法で代替できるかどうか。

⇒[環境農林水産部]延長も1.4キロメートルのうち約１キロメートルが概成しており、ここで止めることになれば、大きな影響がある。
○B/Cは1.37で、事前評価時の2.64から約半分になっている。主な要因は費用の増加か。

⇒[環境農林水産部]そのとおり。

○計画時の一般的傾向として、費用は少なめに、便益は多めにという計算をしがちになる。あまりに費用の増加分が多いので気になるが、橋梁はすでに完成しているのか。

⇒[環境農林水産部]橋梁は２橋あり、２橋とも床版の架設は終わっている。Ｂブロックが橋梁区間になっており、概成している。

○施工者もいろいろ参画しながら事業が進んでいると思うが、施工者側に責任はないのか。施工者は事前の地質調査などには参画していないのか。
⇒[環境農林水産部]事業者は府であり、地質調査は業務委託しているが、最終の判断と設計への反映は府において行う。工事は府の設計に従って土木業者が実施している。

○今回の増額については、一切が府のミスと考えてよいのか。その場合、誰が責任を負うのか。当初の見込みが甘いために、実施過程のどこかでミスがあれば増額するということを繰り返せば、誰も当初計画の責任を負わない形でずるずると増額されていく。民間では、何らかの責任を取らされるのが普通なので、予算の増額で解決しているのであれば、不思議な感じがする。

○事業費が3割以上増加したので再評価の対象になったとのことだが、今までにも事業継続中に費用が大幅に増加したケースはかなりあり、いずれも事後的に評価を行っている感じがする。これまでの蓄積を検討して、費用が増加する前に評価できる仕組みを考える必要がある。

⇒[事務局]評価調書の事業費の欄には、調査費、用地費、工事費毎に、費用の増減とその変動理由、今後想定される事業費の変動要因を記載するようにしている。事業費が3割以上増減する場合に再評価を行うルールは今年度から導入したもので、基本的には増減する前の評価を想定している。今回は事後的であるが、毎年、事業費の変動調査を実施しているので、今後は、事前に評価するよう運用を徹底したい。
○「千里丘三島線」の冠水装置のように、事業費の大幅な減額があったときに、その減額がなければ顕在化するはずであった増額が見えなくなる可能性があることにも留意が必要である。
○評価調書には「着手後地質調査を行った」とあるが、調査のプロセスを教えて欲しい。

⇒[環境農林水産部]調査は工事の着工前、実施設計の段階で行っている。

○調査費が当初の約3倍になっている理由は。

⇒[環境農林水産部]環境調査で増加したためである。自然環境への配慮については、事前評価の意見具申でも条件として付されたが、関係団体にも参画いただいて設置した「堺南部の里山に配慮した農道づくり検討会」における検討の中で必要な環境調査が増えたので、その分が増額となった。

○予備設計の前に地盤調査は行わなかったのか。工事箇所は、図面では水田になっているので、地盤が軟弱だということは予測できるのではないか。
⇒[環境農林水産部]計画時は必要最小限の地点数で調査を行う。実施の際には調査地点数を増やし、現場の地形等も考えながら詳細に調査している。

○全線橋梁工にしなければならないほどの軟弱地盤であれば、予備設計時の必要最小限の地盤調査でも分かると思う。予測が甘いのではないか。

⇒[環境農林水産部]当初、地盤改良が必要なほどの軟弱地盤ということは確認できていなかった。また、現場は広い田園地帯ではなく、起伏のある山地の中である。

○Ｂブロックのことを言っている。Ｃブロックの勾配は確かにきつそうである。

⇒[環境農林水産部]道路部分は水田農地だが、その左右は山で起伏が大きく、当初地盤改良が必要なほどの軟弱地盤だということは確認していなかった。

○不十分な調査で予算を計上し、着手後に再度調査した結果、事業費が増加するなどということは、民間では考えられない。こうしたことが他の事業でも許されるのであれば、府の財政が厳しくなるのは当たり前だと思う。
◆[委員長]他になければ、府民意見の募集を行うこととし、意見具申の取りまとめの中で議論していきたい。次の府営住宅の建替えについては、時間が押しているので、再評価の①から③までをまとめて事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から、再評価③府営住宅建替事業「貝塚橋本第２住宅」、②「枚方交北第２住宅」及び①「池田城南住宅」の事業概要を説明。

・貝塚橋本第２住宅は、昭和38、39年度の建設で老朽化が著しく、居住水準や耐震性の低い全662戸を建替える事業である。当初662戸のうち370戸を建替える計画であったが、同住宅内の他の耐震性が低い住宅292戸も合わせて建て替える計画に変更するもので、今回は計画変更のために再評価の対象となっている。

・枚方交北第２住宅は、昭和40年代の建設で、全1,270戸のうち耐震性の低い320戸を建て替える事業である。当初は１対１での建替えを予定していたが、建替えに伴い、近隣の府営枚方東牧野住宅及び枚方三栗住宅へ移転する世帯が当初見込みより大幅に増加し、本住宅の入居世帯が減少することになったため、建替後の戸数を222戸に減らすものである。本件も計画変更のため再評価の対象となっている。なお、本事業はPFI手法で実施する予定である。
・池田城南住宅は、昭和26年度の建設で、非常に老朽化が著しく専用の洗面台や浴室が設置されていないなど、居住水準が低いことから全48戸を70戸に増やして建替える事業である。一部の入居者から建替えの同意が得られなかったため、５年間未着工の状態であったが、現時点で91パーセントの入居者から同意が得られ着工の目途が立った。平成22年度に実施設計、平成25年度の完成を予定している。今年度末で５年間未着工となるため再評価の対象となっている。

○貝塚橋本第２住宅で事業費が62億円から103億円に増加している理由を教えてほしい。

⇒[住宅まちづくり部]前回は、簡易耐火地区370戸のみの建替計画だったが、今回、中層耐火地区の住宅292戸を加え、合計662戸を建て替える計画に変更したためである。
◆[委員長]この３件について、府民意見の募集を行うこととする。次に事前評価の堺宮山台４丁住宅と堺若松台２丁住宅について、事務局から説明をお願いしたい。
◆事務局から、事前評価④府営住宅建替事業「堺宮山台４丁住宅」及び⑤「堺若松台２丁住宅」の事業概要を説明。

・堺宮山台４丁住宅は、昨年度、事業評価の審議対象となったが、泉北ニュータウン内の府営住宅の需要が府内全体に比べて非常に低いことから、本委員会では、需要に見合った供給を行うべきであるとし、需給改善の考え方を示すよう指示した。これを受け、現管理戸数以上で建て替える計画を再検討することとし、継続審議となっていた。

・泉北ニュータウン内の府営住宅は30団地、15,837戸あり、うち耐震性の低い住宅は約4,220戸である。このうち中層の約1,470戸は順次建て替え、高層の約2,750戸は耐震改修を基本としつつ、物理的な制約で耐震改修が困難なものや著しく需要が低いものは、用途廃止を検討することとしている。

・また、建替えの際は、建替え前の戸数を維持するのではなく、現入居戸数での建替えを基本とすることで、需給の改善を図る方針である。

・堺宮山台４丁住宅は、全701戸のうち耐震性が低い476戸を現入居戸数の436戸に減らして、また、堺若松台２丁住宅は、全762戸のうち耐震性の低い505戸を現在入居戸数の456戸に減らして建て替える計画である。

○個々のケースを議論する前に、その根本として、将来の府の住宅政策に対するビジョンを明らかにしてほしい。

◆[委員長]府営住宅建替事業については、今の意見のとおり、全体の住宅政策や需給状況の説明を受けてから、個別事業の議論に入りたいので、次回に説明をお願いしたい。これらについても府民意見の募集を行うこととし、次の堺新金岡３丁８番住宅と堺新金岡２丁３番・６番住宅について、事務局から説明お願いしたい。

◆事務局から、事前評価②府営住宅建替事業「堺新金岡２丁３番・６番住宅」及び③「堺新金岡３丁８番住宅」の事業概要を説明。

・堺新金岡地区の府営住宅は全部で６団地ある。金岡東第１の465戸は、今回の審議対象外だが、他団地に移転集約し、敷地2.3ヘクタールを活用用地として処分する予定である。その受け皿として465戸のうち400戸を今回審議対象である堺新金岡２丁３番・６番住宅へ、残りの65戸を同じく堺新金岡３丁８番住宅へ移転集約する予定である。

・また、今回審議対象外の金岡東第３は、今後建替える際に、現管理戸数764戸のうち135戸を減らし、その分を堺新金岡３丁８番に移転集約する計画である。

・堺新金岡２丁３番・６番住宅は、昭和40年代前半建設の耐震性の低い712戸を1,112戸に増やして、また、堺新金岡３丁８番住宅も、昭和40年代前半建設の耐震性が低い496戸を696戸に増やして建て替える計画となっている。

◆[委員長]これらも府民意見を募集することとし、最後の枚方牧野北住宅について、事務局から説明をお願いしたい。

◆事務局から、事前評価①府営住宅建替事業「枚方牧野北住宅」の事業概要を説明。

・昭和43年度建設の全1,300戸のうち耐震性の低い460戸を建て替える事業である。

・建替対象の敷地面積3.36ヘクタールのうち建替え後の住宅敷地は2.61ヘクタール、残りの0.75ヘクタールを活用用地として売却の予定である。

○今回の建替え対象はほとんどが昭和40年以降建築の住宅だが30年代以前に建築した住宅はすべて済んでいるのか。
⇒[住宅まちづくり部]昭和30年代建設の住宅は、現在、建替途上にある。建設年度の早いほうが、老朽化も著しいので、ストック計画の中でもそちらを優先的に建て替えることとしており、大半は建設中である。

◆[委員長]この事業についても、府民意見を募集することとする。次に、前回の意見交換会について、事務局から報告をお願いしたい。
　
（３）前回（11月16日）の意見交換会について

◆事務局から、意見交換会の概要について報告。
・質疑応答は資料5のとおりである。府立高等職業技術専門校北部校（仮称）は、従来の７校を５校に減らし再編整備するもので、すでに南部校が整備されている。今回は東淀川校と守口校を北部校として再編整備する計画である。

・府立視覚支援学校は、耐震性が低く老朽化が激しいことから、現地で建て替える計画である。

・安威川ダム建設事業は、治水と利水での利用を予定していたが、水需要予測の見直しに伴い、利水部分が撤退することになったため、事業計画を見直すものである。
◆[委員長]これらの3件は、19日から府民意見を募集しているところである。安威川ダムについては現地視察を行いたいと考えている。
○資料5の２ページの右側下から五つ目の丸印は私の発言だと思うが、経済波及効果を考えるべきだと言ったのではない。現状維持案と縮小案との差の１億円をどう考えるか、1つは大阪府にとってこの１億円がどういうお金か考えてほしいということと、もう1つは、工事費の７億円と調査費の６億円では、払うお金の質が違うので、そういったことも踏まえてほしいという趣旨だったので、その点を補足しておきたい。

◆[委員長]先ほど議論のあった、着手後の事業費の大幅な変動をどう評価するのかという問題は改めて考えていくこととする。また、府営住宅については、次回、府の住宅政策や需給の動向等の包括的な説明をお願いしたい。最後に現地視察について、安威川ダムは行う予定にしているが、他に希望等はないか。なければ、安威川ダムのみとし、事務局に調整をお願いする。
◆事務局から、上期意見具申について、資料を差替えの上、一覧表の修正点を説明。
・落丁していたのは５ページ以降の事業の一覧表で、素案の審議のときから添付させていただいていたものである。今回、素案の審議の際にいただいた意見等を追加で記載している。

・総持寺停車場交差点改良は、中止と休止との違い等についての質疑応答、岸和田港塔原線歩道整備は、事業着手前の補償費の算定方法についての質疑応答と10億円未満の事業の取扱いに関する質疑応答を追加した。また、松尾川河川改修の審議でいただいた意見等も追加している。

◆[委員長]それでは、本文にこの一覧表を添付した形で決定として、本日の会議は終了する。長時間のご審議にお礼申し上げる。
以上
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